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「仮出願」導入を求める方々の主張

• 研究者は、国際競争が激化しているため、一
 刻も早く論文を発表したい。

• 一方、ｉＰＳのように、研究成果は特許にしな
 ければ実用化されない。

• 仮出願制度が整備されている米国に比べ、
 日本の研究者は不利。

• 日本でも論文で仮出願をすることを認めれば、
 早期に論文発表ができ、また出願日も確保で

 きる。

１．いわゆる“仮出願”について
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導入すべき 導入の必要性なし

仮出願制度に関する意見の整理

企業は知財優先だが、学者は論文が本分であり、論
文から特許への道が必要。論文発表の競争が激しい
技術分野では論文の早期発表と特許出願の両立を
可能とするため、少しでも簡単に出願ができるという
ことが重要。
日本の通常出願では弁理士費用がかかるが、米国
仮出願では弁理士を介さず安価に出願できる。
論文ベースで出願日を確保し、本出願までに企業に
営業することにより、有効な発明を選別することが可
能。
大学が大学にとって魅力ある米国の特許制度の利用
を促進すれば、日本の特許制度の空洞化につながる。

出願時に開示した範囲でなければ権利を取得でき
ないため、論文を出願するだけでは良い権利を取得
することは難しい。

仮出願時に安価であっても、本出願時にさらに本出
願に係わる費用が発生する。
有効な権利範囲が確保されなければ企業は関心を
示さない。

世界で制度調和を進めている中で、それに逆行する
米国のような制度をそのまま導入することに反対。

研究成果を早期に論文発表するとともに、研究

 
成果を権利として取得することを可能とするため、

 
米国のように論文で仮出願できる制度を導入す

 
べき。

論文で出願することを認めても、企業が事業を

 
実施するうえで必要となる権利が取得できるわ

 
けではないため、論文出願は安易に導入するべ

 
きでない。

１．いわゆる“仮出願”について
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制度の比較 米国仮出願 欧州特許出願 日本特許出願

発明の取扱
最初に発明した人に権利を与

 
える（先発明主義）

最初に発明を出願した人に権利

 
を与える（先願主義）

最初に発明を出願した人に権利を

 
与える（先願主義）

フォーマット 論文で出願が可能
出願様式あり

（請求の範囲が無くても、
出願日の確保が可能。）

出願様式あり

法定出願費用

＄２２０
（中小企業や大学等は＄１１０）

本出願＄３３０
（中小企業や大学等＄１６５、
電子的出願であれば＄８２）

€１８０
（電子的出願であれば€１００） １万５千円

権利期間

本出願から２０年

（仮出願から本出願への移行が
仮出願から１年であれば、

実質的に権利期間は仮出願から２１年）

出願から２０年

（ＥＰＣの優先権制度を利用すれば、
実質的に１年間の権利期間延長が可能）

出願から２０年

（国内優先権制度を利用すれば、
実質的に１年間の権利期間延長が可能）

日米欧における論文による出願

１．いわゆる“仮出願”について
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コンセプトの転換！

• 米国の「仮出願制度」の「導入」が必要なのか？

• そもそも、事前に出願する時間的余裕が無く、
 

「論
 文発表」のみで埋もれてしまった多数の発明を、「救

 済・発掘」することがポイントなのではないか。

↓

• 「論文」による「出願」ができるよう、「出願フォーマッ
 ト」が「自由化」されることも必要ではないか？

• 一方、論文の内容だけでは必ずしも産業界で活用
 できる特許になるとは限らないため、これを産業界
 とともに育成していく必要がある。

１．いわゆる“仮出願”について
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事業化
視点の
提案

実験
データ

実験
データ

出
願

出
願

時間の流れ

出
願

＜論文による出願＞

これまでは時間的制約により、論文発表のみで出願されず埋

 もれていたアイデアを、今後は簡易な出願を可能として産業界

 で活用できる特許として育成する仕組み

実験
データ

論文出願の
権利範囲の大きさ

企業側

大学側

特許の
権利範囲の大きさ

実験
データ

１．いわゆる“仮出願”について
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論文による出願の仕組み
１．出願要件の緩和
２．国内優先権制度（※）その他産業界

 で活用できる特許に育てる仕組み

産業界で活用できる特許に育成

※国内優先権制度とは

基本的な発明の出願（先の出

 
願）の後に、当該発明と後の改良

 
発明とを包括的な発明としてまと

 
めた内容について、先の出願から

 
１年以内に特許出願を行うことが

 
できる制度（出願日は後の特許出

 
願日になる。）。



事業化や、更な

 る共同研究によ

 る社会還元

大学等における

 発見・発明

論文による出願から、
使える権利の構築が容易に（新規）

論文発表による成果の普及（既存）

簡易な出願を可能とすれば、企業との連携に注力しうる。

論文による

 出願を可能

 とし、特許

 出願時の

 負担を軽減

 （※）

企業の接触機会を

 確保し、パートナー

 企業とともに、使え

 る権利へと育成

使える特許

１．いわゆる“仮出願”について
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※

 

ただし、緊急避

 
難的な手段であって、

 
出願時に適切な内容

 
で出願することが原

 
則。



現在、特許の有効性について２つのルート（トラック）で争える

Ａ社が裁判所で侵害訴訟を起こす：「Ｂ社製品はＡ社特許を侵害！」

《Ｂ社としての対抗方法》

①

 
特許庁において無効審判を起こす（従来から存在したルート）

②

 
裁判所の侵害訴訟において、「Ａ社の特許はそもそも無効」と主張

（新たなルート：キルビー判決（2000年4月最高裁）
特許法第104条の3（2005年4月）施行）

７

２．いわゆる“ダブルトラック”について
 

（１／３）

侵害訴訟において特許無効と判断されるケースが増加し、結果的に、

 特許権を弱められる状況つながっていると危惧する意見がある。



ダブルトラックを見直すべき ダブルトラックは問題ではない

ダブルトラックに対する意見の整理

侵害訴訟における権利者側の敗訴率が高い。
（敗訴率は2000年以降、70～80％で推移）

侵害訴訟で無効と判断されるケースが増えてい
る。

特許の有効性判断が２つのルート（地裁、無効
審判）で齟齬し得ることは、制度として問題。

２つのルートで同時に特許の有効性について判
断がなされることは社会経済的に非効率的。
無効審判に一本化するべき。

侵害訴訟に一本化するべき。

２つのルートで特許の有効性が争われることは
権利者側の負担が大きい。

和解件数が判決数と同程度あり、その和解には実質的
に権利者側有利のケースが多いとの見方もある。
以前は、侵害訴訟で無効との判断ができなかったため、
権利範囲を狭く解釈するなどして、侵害なし（権利者敗
訴）との判断をしていた。
判断が齟齬しても、結局、上級審（知財高裁）で齟齬は
解消され、問題はなくなる。なお、いわゆる「蒸し返し」
（注）の問題には留意が必要。
両ルートはそもそも審理原則、特徴が異なる。

裁判所が特許庁の判断を待つとしたら、侵害訴訟の審
理が遅延するおそれがある。
技術的専門性を背景とした無効審判は有効に活用され
ている。
争点は共通するものが多く両ルートでの対応は大きな
負担ではない。
特許法第104条の3が新設されてから間もなく、判決の

蓄積も十分でないことから、結論を出すには時期尚早。

侵害訴訟において特許無効と判断されるケー

 
スの増加が、結果的に、特許権を弱められる状

 
況（権利行使が十分にできない状況）につな

 
がっている。現行制度を見直すべき。

和解も含めると権利者不利とは言い切れず、審理原

 
則・機能が異なる両ルートの判断を求める機会を確保

 
しておくべきであり、現行制度を変更する必要はない。

（注）いわゆる「蒸し返し」：侵害訴訟の判決が確定しても、その後の無効審判で、判決の基礎となっていた特許庁の処分を変更す

 
るような審決が確定した場合には、再び訴訟を提起することができる。

２．いわゆる“ダブルトラック”
 

について
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2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 合計

判決数 ７４件 １０２件 ９０件 ６５件 ７０件 ６３件 ４０件 ５０件 ５５４件

和解数 ８８件 １０９件 ６２件 ６３件 ６６件 ８４件 ８７件 ４７件 ６０６件

◆特許権・実用新案権に基づく侵害事件の地裁判決の動向

◆侵害事件の地裁判決数と和解件数

出典：

 

特許庁資料（「審判の概要」

 
（2009年度）等）に基づき作成。

※ 最高裁ＨＰに掲載された地裁判

 
決を分析したもの。2000年につい

 
て、2000年4月以降の数字。

出典：

 

特許庁資料（「審判の概要」（2009年度）等）に基づき作成。
※ 最高裁ＨＰに掲載された地裁判決を分析したもの。2000年について、2000年4月以降の数字。

＜参考＞

キルビー判決
（2000年4月）

特許法第104条の３施行
（2005年4月）

２．いわゆる“ダブルトラック”について
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